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　今回は、1回目及び2回目の尋問（1月30日、2月
20日）のポイントをお送りします。
　1月30日は、原発事故での避難の専門家上岡直
見氏の尋問でした。上岡直見氏は、交通渋滞学、拡
散シュミレーションなどが専門で、新潟県の検証
委員会の委員なども歴任した人です。①一般住民
の被ばく限度は事故時でも1mSv/年であり、20～
100ｍSvに引き上げる法的根拠はないこと、②原

発避難計画では福島事故の100分の１しか想定し
ていないこと、②複合災害等で道路の支障、交通
渋滞、バスやその運転手の確保困難、段階避難と
屋内退避の非現実性、避難弱者が避難できないこ
となどあらゆる点から実効的避難は不可能である
ことを証言しました。
　2月20日は、原告本人尋問5名があり、そのうち、
UPZの小川弘志氏（松浦市福島）、成冨忠良氏（唐
津市旧唐津）のそれぞれが、避難が実効的にでき
ないことを具体的に証言しました。

東島弁護士の

ココがポイント!
東島弁護士の

ココがポイント!第52回
口頭弁論

　玄海原発差止訴訟は提訴15年目の今年1月の
第52回口頭弁論期日から最終局面である証拠調
べに入りました。15年前の東京電力福島第一原発
事故では爆発後の避難指示、長期の避難生活、医

療中断、介護崩壊、精神的ストレス等で優に2千名
余の方が死亡されています。2021年3月水戸地裁
は避難計画の不備を理由に原発の運転を差し止
める判決を下しています。私たちは玄海原発では
実効性のある避難計画が策定されておらず、避難
は不可能であるとの観点から、原発避難計画の専
門家の上岡証人に証言して貰いました。証言は意
図した以上の成果を上げています。訴訟は2月、3月
と九州電力の専門家証人の証言があり、秋には審
理を終結して来年2月か3月かに判決が予定されて
います。今後も原告弁護団一層の団結を保ち、最
後まで頑張って行きたいと思います。なにとぞよろ
しくお願いいたします。

C o n t e n t s

第52回 口頭弁論を終えて
原発なくそう！九州玄海訴訟弁護団　共同代表　椛島敏雅

口頭弁論を終えて第52回
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　　上岡証人尋問とは
　いよいよ、訴訟の山場である証拠調手続き（尋問
手続）が始まりました。
　トップバッターは、原告ら側の申請で、「玄海原発
で過酷事故が起きた時に、実効的に避難すること
ができないこと」を立証趣旨として、上岡直見証人
に尋問に立っていただきました。
　上岡証人には、尋問に先立って、玄海原発で事故
が起きた際に避難は実効的にできず住民らは被ば
くを避けられないこと、避難計画の実効性はないこ
とについて、２本の意見書（甲B125、甲B205）を書
いていただいていました。
　その内容を改めて、裁判所に理解してもらうため
の尋問です。
　上岡証人の経歴等は、訴訟に提出した証拠から、
以下引用します。

【略歴】
１、1977年　早稲田大学大学院理工学研究科

（修士課程）修了
２、1977年～2000年　民間企業に勤務。化学プ
ラントの設計・安全性評価に従事

３、1992年　技術士（化学部門）登録。
４、2000年～2013年　環境自治体会議環境政策
研究所主任研究員

５、2002年～2022年 法政大学法学部非常勤講
師「環境政策」「都市の環境問題」

６、2013年～現在　　環境経済研究所（技術士
事務所）代表

【主たる公的活動・委員等（原発関連）】
１、2014年5月20日　参議院国土交通委員会参
考人

２、2017年8月～2022年9月　新潟県「新潟県原
子力災害時の避難方法に関する検証委員会」
委員

３、2022年11月15日　茨城県東海村原子力問題
特別委員会参考人

４、2023年4月4日　衆議院国土交通委員会参
考人

【主な著書】
　・「原発避難計画の検証」（2014年、合同出版）
　・「原発避難はできるか」（2020年、緑風出版）
　・「原子力防災の虚構」（2024年、緑風出版）

　　　主尋問で明らかにしたこと
（１）現状、玄海原発周辺の各自治体には、原子力
災害時のための避難計画が（一応）策定されていま
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（私たち原告側が申請した学者専門家）

弁護団避難班　弁護士　鍋島典子

上岡直見氏の証人尋問の要旨

弁護団避難班　弁護士　鍋島典子
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す。国の定める原子力災害対策指針が各自治体に
策定を命じているからなのですが、私たちは、避難
計画は形ばかり作られたのでは意味が無い、避難
計画に実効性がなければいけない、と主張してい
ます。当然のことだと思われるでしょうが、この主張
の出発点は、そもそも、原発が、安全を担保された
施設ではない、というところにあります。つまり、原
発施設は、原子力規制委員会の審査で新規制基準
の適合性が認められても、放射性物質の放出の可
能性は否定できない、ということらしいのです。これ
は、原子力規制委員会自身が国会で認めています。
　であるなら、原子力災害時の避難計画は、放射性
物質の放出があることを前提に、その内容を検討し
なければいけないというのが、当然の帰結だと考
えます。
　そして、避難計画の「実効性」があるというために
は、一般公衆の被ばく限度が法的には年1mSvであ
ることから、周辺住民にこれ以上の被ばくをさせな
いことが避難計画の実効性の有無の判断に影響す
ると考えるべきです。
　加えて、避難計画を考えるうえでの前提条件とい
うものが重要になるはずであり、複合災害時の原
子力災害を想定することが当然に必要です。
（２）これらの点を踏まえ、玄海原発事故における
避難計画を検討した場合、住民は被ばくをせず、安
全に避難できるのでしょうか。上岡証人の尋問で
は、玄海原発の過酷事故の場合の避難計画の具体
的問題点を示すため、次の項目について尋問をし
ました。
　ア、玄海原発の特殊性、特に、避難経路の交
通支障などの問題
　玄海原発において、原発事故の危険要因には地
震や津波が想定されます。玄海原発周辺では、地震

は、30年以内に震度6以上の地震が想定される場
所も多数存在していますし、その地震が発生した場
合に、原発周辺の道路で通行支障が生じることは
能登半島地震の際の記憶も新しいと思います。道
路というのは、全国で大差ない技術基準で建設さ
れているため、他地域の状況と変わらない状況が
発生すると、上岡証人が指摘しました。
　また、避難が長距離に及ぶと、燃料切れや、亀裂
などによるタイヤのパンクなど想定外のトラブル
が多発することも、能登半島地震の経験で明らか
です。
　イ、ヨウ素剤の配布の問題
　ヨウ素剤は、被ばく前24時間に服用することが必
要だとされています。しかし、いつ、放射性物質にさ
らされるのか、プルームがいつ到達するのかの予
測と、予測内容の伝達が確実にできる保証はなく、
規制庁自らプルームの到達の予測は困難といって
います。
　ウ、避難弱者の避難の実効性の問題
　玄海原発周辺自治体において、避難弱者（要支援
者）の把握は限定的にしか、されていません。また、
「避難行動要支援者名簿」が作成されているはずで
すが、この名簿に載っている方を、どのように避難
させるのか、車両の手配といった具体的な避難手
段は計画されていません。避難のための集合場所
に行くのさえ困難です。
　また、要支援者はまずは屋内退避が指針に定め
られていますが、支援者・介助者も一緒に屋内退避
をすることになれば、その者たちも避難できずに留
まることになります。
　エ、段階的避難と屋内避難の実効性の問題
　原発から5～30km圏内（UPZ）の住民はまず屋内
退避が原則とされ、空間線量や放出状況に応じて
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移転（避難）することとされています。これは、屋内
退避の方が圏外へ避難するよりも被ばくを抑えら
れるという意図で行われるものですが、しかし、安
全に屋内退避ができるのかは不明です。地震で損
壊した建物では、屋内退避の効果は限定的ですし、
そのような屋内でどのくらいの期間、退避しておけ
ばいいのかも分かりません。
　ましてや、玄海原発周辺では、木造の建物や築年
数が経っている建物が割合として大きく、安全に屋
内退避ができる住民は限定的ともいえます。

　オ、スクリーニング・退域時避難検査場の
問題
　住民が避難をするとき、計画では、退域時避難検
査を受けることになっていますが、この計画も机上
の空論と言わざるをえません。退域時避難検査は、
周辺の空間線量が低い場所で行わないと意味が
ありませんが、上岡証人の放射性物質の拡散シミ
ュレーションでは退域時検査場の候補とされてい
る場所に放射性物質が拡散する可能性が示されて
います。
　また、退域時検査場に来るであろう車両台数と
検査の時間を、簡単に計算すると、最後の車が検査
を終えるのに330時間ほどかかることになります。

　カ、避難までの被ばくの問題
　このように、住民が避難できるまでには様々な場
面で被ばくが強制されているような状況であるの
は否定できません。その被ばく線量をシミュレーシ
ョンした結果、年間1mSvを超える被ばくが生じる
場合がありうるということが分かりました。
（３）以上の他にも、上岡証人は、玄海原発におけ
る避難計画は、避難シミュレーションにしても、指

針の改定を反映していないまま放置されていたり
と、他地域と比較しても極めて杜撰だと指摘しま
した。
　そのような杜撰な避難計画のもとで、実効的な
避難ができるのか。その答えは自明のように思わ
れます。

　　　反対尋問の様子
　　他方、上岡証人に対しては、被告九州電力が
主に反対尋問を行いました。
　その内容は、「自治体は、～のような対応をする
と定められているが知っていますか」、「計画上は、
～のような計画になっていることは知っています
か」、という質問が大半を占めていました。
形式上は計画が整えられているというアピールを
する狙いのようでした。
　また、年間1mSvという一般公衆の年間被ばく限
度に関して、事故時のような緊急時被ばく状況では
適用されないのではという質疑をしていましたが、
これは、放射性物質が放出されるような過酷事故
では、年間1mSv以上住民を被ばくさせてもよいの
だ、という被告九州電力の立場がよく表れている質
問だと思いました。

　　　まとめ
　住民たちが被ばくせず避難をすることは不可能
なこと、避難計画がいかに机上の空論なのか、上岡
証人の尋問で明らかにするという目的は、一定達
成できたのではないかと考えます。
　そして、上岡証人の尋問を行って、たかが電気を
作るために、なぜ、ここまで大層な施設を維持しな
いといけないのか、そんな素朴な疑問に立ち返っ
た一日でした。

3
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証人尋問上岡証人尋問
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　2026年2月20日、佐賀地方裁判所における玄海
原発稼働差止等請求事件において原告である小川
弘志さん（長崎県松浦市福島町在住）が行った原告
意見陳述の要旨を報告します。
　以下に「私」とあるのは、小川さんの事です。

　私は玄海原子力発電所の運転を止めることを求
める裁判の原告として参加しています。私が原告に
なった理由は、自宅が原発から約17キロの距離に
あり、事故が起きた場合に強い影響を受ける「UPZ」
という区域に含まれているためです。私は地域でま
ちづくり活動や子どもたちの居場所づくりに関わっ
ており、原発事故が起きたとき、家族や地域の高齢
者、子どもたちが本当に安全に避難できるのかを
考えるようになりました。その不安から、私は長崎
県が行った原子力防災訓練に参加しました。しかし
実際に体験してみると、防災計画が現実の災害に
十分対応できるとは思えず、かえって不安が大きく
なりました。
　事故が起きた場合、まず住民は「屋内退避」とし
て家の中にとどまることになっています。しかし福
島町の住宅の多くは木造で、放射性物質を含んだ
空気の侵入を防ぐことは難しい状況です。また、島
内にある放射線防護施設は小さく、町の人口約
2000人のうち一部しか利用できません。多くの住

民が被ばくする危険があります。
　屋内退避ができなくなれば島の外へ避難します
が、行政は自家用車による避難を基本としていま
す。そのため多くの車が一斉に移動し、渋滞が発生
する可能性が高いと考えられます。さらに、島から
出るには福島大橋という一本の橋を通るしかあり
ません。この橋は建設から長い年月が経過してお
り、耐震性にも不安があります。もし地震によって
原発事故が起きた場合、橋が使えなくなれば住民
は島に取り残されてしまいます。仮に橋を渡れたと
しても、周辺地域からの避難車両と合流するため、
大きな渋滞や混乱が起きることが予想されます。
実際の避難訓練でも、避難先の体育館で車やバス
の出入りに問題が起きました。本当の災害時には
さらに深刻な混乱になると考えられます。避難先で
は放射線検査や薬の配布が予定されていますが、
多くの避難者に素早く対応できるとは思えません。
特に子どもや高齢者にとって、長時間の避難生活
は大きな負担になります。
　このように、防災計画は現実とかけ離れており、
住民の命と健康を十分に守れるものとは言えま
せん。原子力発電は絶対に安全とは言い切れな
い以上、私は地域に暮らす人々の生命を守るた
め、玄海原子力発電所を廃止すべきだと考えてい
ます。

原告小川弘志氏の尋問の要旨
担当弁護士　魚住昭三
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　原告の成富忠良さんは元高校教師で長年玄海
原発に反対する運動をしてきました。今回、原発事
故が起きたら実際には避難できないことを証言し
ました。以下、証言の要旨を紹介します。

　　私（成冨）は、玄海原発から直線で約12㎞の唐
津市旧唐津地区に居住しています。私は原発事故
があると集団バスで避難することになり、自宅から
約100mの旧大成小学校に集合し、バスに乗って浜
玉から七山の山越えで佐賀市大和勤労者体育セン
ターまで避難することになっています。
　私は、2025年２月までは病気のため立って歩け
ない妻と2人暮らしでした（私も坐骨神経痛で杖が
ないと歩けない状況）。妻が自宅にいる場合は妻は
集合場所まで行くことはできないし、支援する人も
決まっていませんでした。バスに乗ることもできな
かったと思います。
　　また、避難ルートである山越え（国道323号線）
は、2023年7月の豪雨災害で1年以上経過しても片
側交互通行だったなど、道路寸断の恐れがあります
し、何百台・何千台の車両が動き、渋滞が起きます。
　　私の住居はUPZ（5㎞～30㎞）なので、いったん
屋内退避となり、その後線量が上がったら避難する
ということになりますが、それは実効性がありませ
ん。私の住居は木造住宅で放射性物質をシャットす
る力が弱いし、地震などの複合災害では家屋に亀裂
が入るなどしたり、ライフラインが途絶したりしてと
ても家に居れません。（命が大事なので）逃げます。
　　私は、2016年から2022年まで避難訓練の監視

活動をしてきました。玄海みらい学園（小中学校）で
の訓練では集団バスが避難場所に到着するまでを
監視しました。実際の事故では道路寸断なども予
想されるし（実際、その訓練の時に5～６箇所道路
工事・一方通行で通りにくかった）、バス及び運転手
の確保も確実ではないなどの問題があります。同
学園の先生にインタビューしたら「家族もいるし、
困った」と言っていました。
　　離島からの避難のヘリの到着場所の監視に関
連して、嵐・時化の時など離島からの避難は無理で
す。海路・空路の避難訓練は全国的に2割超で天候
のため中止になっていると聞いていますし、玄海原
発の訓練でも何回か中止がありました。
　　妻の入院・入所していた病院や施設の職員に
避難計画のことを聞いても「作成中ではないか」
というくらいの答えだったり、原子力避難訓練でも
「窓を閉めろ」と言われたという程度の答えです。
市役所に聞いても、施設の避難計画について回答
の集約ができていないとの答えでした。
　　九電・国の反対尋問に対する返答。
・唐津市では要支援者の数を把握しているが、その
半数以上に支援者がついていません。
・道路を使用できない場合は復旧作業をすることも
実際には不可能です。
・玄海みらい学園にヨウ素剤が備置されているとの
資料に対しても、実際に役所に何回みらい学園に
は備置されているかと聞いても「役所にある」とし
か答えません。資料通りか疑問があります。

原告・成冨忠良氏の尋問の要旨
担当弁護士　東島浩幸

1
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福島原発事故被害救済九州訴訟（第1陣）
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　本日、福岡高裁第１民事部は、福島原発事故被害
救済九州訴訟（第1陣）について、判決を言い渡した。
　本訴訟は、2011（平成23）年3月11日に発生した
福島第一原発事故により、福島県及び近隣都県より
避難を余儀なくされた避難者らが、東京電力ホー
ルディングス株式会社及び国を被告として、避難に
より受けた損害の賠償を求めて提訴したものであ
る。一審である福岡地裁が国の責任を否定するな
どした2020（令和2）年6月24日一審判決を不服とし
た控訴人らは、一審に引き続き、福島第一原発事故
に対する被告東京電力及び国の責任を明らかにす
るとともに、原告ら全員が福島原発事故の被害者で
あって、全員に対してしかるべき損害賠償が認めら
れるよう裁判所に求め、同年の控訴以来、5年あまり
にわたって控訴審をたたたかってきた。
　本判決は、まず、一審判決と同様に、被告国には、
事故の予見可能性については予見の程度が低いと
し、結果回避可能性を認めず、福島第一原発事故に
対する国の責任を否定した。また、控訴審において
控訴人らが新たに指摘した原発の一時停止の義務
についても、社会的影響などを理由に否定した。
　未曽有の大災害を起こしうる原発に対して、国は
事業者に万全の安全体制を構築させるべき規制権
限を行使する厳格な責務を負っているところ、本件
事故後に次々と明らかになったとおり、国は「規制
の虜」となってその責務を果たしていなかった。本
判決は、かかる実態に目を背けて国の責任を否定
し、原発事故被害者の救済を著しく妨げる判断であ
り、到底容認できない。　
　次に、本判決は、控訴人らのうち福島県内の自主
的避難等対象区域からの避難については福島第一
原発事故との関連性を認めたものの、一審判決と同
様に、その他の地域からの避難についてはこれを否
定した。しかし、福島県外においてもホットスポットと
いわれる地域が多数あるように、放射性物質による

汚染範囲は東北や関東の広範囲に及んでいること
は周知の事実であり、これらの地域からの避難者も
当然に救済の対象となるべきである。それにもかか
わらず本判決が事故との関連性を極めて狭い範囲
にしか認定しなかったことは、多くの避難者の救済の
道を閉ざすものであり、容認できるものではない。
　また、一審判決では、避難の相当性の認められる
期間について、原則として2011年12月とし、18歳未
満の子のいる世帯については、それを超えた時期
の避難についても、親らを含め相当性を肯定して
いたところ、本判決は、2011年12月を超えた避難に
よる慰謝料は、子に限ってしか認めず、その親らに
ついては否定した。避難により受けた精神的苦痛
について、子と親とを区別する合理性はまったくな
く、極めて不合理な判断である。
　さらに、一部の原告については損害の評価を一審
判決より切り下げたり、ふるさと喪失に伴う原告らの精
神的苦痛を避難した人数、人口比のみで判断し、個々
の原告の被害や避難の過酷さを真正面から認定して
いない点も、原告らの被害に目を逸らす判断である。
　最高裁は、2022（令和4）年6月17日に国の責任を否
定する判決を下したが、この6・17最高裁判決に対して
は、法学研究者や市民社会から、行政の怠慢を免責す
る判決であると厳しい批判がなされている。本判決は、
この6・17最高裁判決に追随しただけのものであり、司
法の責任を放棄した、到底、容認できない判決である。
　福島第一原発事故からまもなく15年をむかえる
が、控訴人らを含む原発事故被害者に対する賠償そ
の他救済措置は、いまなお、その程度、範囲におい
て、極めて不十分・限定的なものにとどまっている。
　私たちは、被告らに対し、すべての被害者に対す
るあるべき賠償を求め、今後もたたかいを継続す
る決意である。
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　2025年12月25日、とても嬉しい
クリスマスプレゼントをいただき
ました。
　この日「原発なくそう！九州玄海
訴訟」つながりで、佐賀市民プラ
ザで開催された「福島の高校生が
語る『福島のいま』」に参加しまし
た。東日本大震災の被災地の子ど
もを支援するNPO法人「アースウ
ォーカーズ」主催者の小玉直也さ
んに連れられた高校生の中に、思
いがけず懐かしい顔を見つけた
からです。
　その方は、加茂舞美さん。イタリ
ア・ミラノ在住の私がボランティア
運営メンバーとして関わった、イ
タリアの転地保養「オルト・デイ・
ソーニ」プロジェクト（協会活動期
間：2011年～2024年）に参加され
ていました。2017年の夏、10歳の
頃に一ヶ月間親元を離れ、イタリ
アへ。控えめだけど、好奇心旺盛
で優しい子だった舞美さんの、今
も変わらない印象的な笑顔に、一
目で彼女と分かりました。10年ぶ
りの再会に、嬉しい興奮で胸が高
まりました。ドイツ留学プログラム
で経験された、ドイツのナチズム
の歴史との向き合い方、再生エネ
ルギー政策など、自分の言葉でき
ちんと発表されていて、心強い気
持ちになりました。

　前述の「オルト・デイ・ソーニ」の
活動に参加する中で、想像を絶す
るさまざまな困難を生きられてい
る福島のご家族たちにお会いす

る機会を得ました。一方で、凛とし
た気概をもって地元で活動され
ている福島県いわき市の認定
NPO法人「いわき放射能市民測
定室 たらちね」の方たちとの協働
で、医療検査の結果や放射線量
などを数値にすることで見える化
する大切さも知りました。
　原発の問題についてもっと知り
たいと思うようになったのは、福
島原発事故からです。原発は、燃
料の採掘・加工・精製・運転・廃棄
物処理という全段階で「被ばく」が
生まれるエネルギーであり、誰か
がそのリスクを負わなければなり
ません。巨大資本による搾取、富
裕国と貧困国の格差や、国内では
都市と地方の格差、事故による故
郷やなりわい喪失、天下りなど電
力会社と司法界の癒着、さまざま
な要素が複雑に絡み合った問題
です。人間だけでなく地球全体を
搾取してしまう資本主義というシ
ステムそのものが原因かと、頭を
ひねるきっかけにもなりました。

　今回の衆議院選で高市政権の
自民党が圧勝。岸田政権時から原
発の推進へと大きく舵が切られ、
原発の新設を国が公費で支援す
る新たな融資制度案が検討され
ています。選挙前に具体的な政策
についての説明はなく、仮に現状
のまま、この政策が導入された場
合、どのようなエネルギーの未来
が待ち受けているのでしょうか。
不安でなりません。
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田中基子
イタリア在住　第12陣原告


